
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ヨークの長手方向に複数個の永久磁石を交互に磁極が異なるように配設し、磁石の表面に
沿って形成された磁気空間内にコイルを備えた可動子を前記永久磁石の配設方向に移動可
能に設けるようにした可動コイル形リニアモータにおいて、前記永久磁石はヨークの長手
方向に所定間隙をあけて配設し、この所定間隙の間に通路を設け、この通路の前記コイル
または永久磁石に対応する部位に通気穴を設け、前記通路にエアーを供給することによっ
てエアーを磁気空間内に吹き付け、前記コイルを冷却することを特徴とする可動コイル形
リニアモータ。
【請求項２】
前記通路は、永久磁石間の所定間隙に折り返し蛇行状に配設されていることを特徴とする
請求項１記載の可動コイル形リニアモータ。
【請求項３】
前記通路は、永久磁石の所定間隙の間と上下に繋がった梯子状に配設されていることを特
徴とする請求項１記載の可動コイル形リニアモータ。
【請求項４】
前記通路は、永久磁石の所定間隙の間と上または下に繋がったＴ字状に配設されているこ
とを特徴とする請求項１記載の可動コイル形リニアモータ。
【請求項５】
前記永久磁石間の所定間隙をＬｇ、交番磁界周期をＬｍとしたとき、ＬｇはＬｍ／３～Ｌ
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ｍ／８としたことを特徴とする請求項１乃至４記載の可動コイル形リニアモータ。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、対向するヨーク間に形成された磁気空間内を可動子コイルが直線移動する形式
のリニアモータに関し、可動子コイルの最大電流値の維持および永久磁石の熱減磁抑制に
より、最大推力を向上させ得る可動コイル形リニアモータに関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来、数１０～１００ｃｍといった長いストロークの範囲内で物体の位置決めを行うため
の駆動装置としては、例えば、特公昭５８－４９１００号や実開昭６３－９３７８３号公
報によって開示されているような可動コイル形リニアモータが使用されている。この可動
コイル形リニアモータについて図６を参照して説明する。先ず、１はヨークであり鉄板の
ような強磁性材料により、例えばＵ字あるいは平板を組立てて門形に形成したものである
。２は永久磁石で厚さ方向に着磁し表面にＮＳ磁極が交互に出現するようにヨーク１の長
手方向に配設固着し、さらに左右ヨーク１の内側対向面にも磁気空間３を介して永久磁石
２の異極同士が対向するように配設されている。４は支持板で前記ヨーク１と同様の強磁
性材料からなり前記磁気空間３を確保するためにヨーク１の長手方向両端部に固着したも
のである。
【０００３】
次ぎに、５はコイルとホルダ等を一体に備えた可動子であり前記磁気空間３における磁束
と巻線方向が直交するような扁平の多相コイルによって形成している。これは例えば３相
コイルを永久磁石２の配設方向に若干量ずらして並べ、磁極の方向を磁界検出素子（ＭＲ
センサ）等の手段を介して検出するようになし、単相または３相の正弦波電流を通電して
駆動とその方向を切り替えるように構成されている。尚、可動子には図中点線で示すテー
ブル６等が取り付けられることになり、これの直線移動を利用することになる。
【０００４】
以上の構成により、コイル５に電流を流すとコイル５の巻線方向が永久磁石２による磁束
と直交しているので、コイル５はフレミングの左手の法則により、ヨーク１の長手方向の
駆動力を得ることになり、コイル５を一体に支持している可動子はヨーク１の長手方向に
移動する。次にコイル５に前記と逆方向の電流を流すと、コイル５には前記と逆方向の駆
動力が作用するから可動子は前記と逆方向に移動する。従って、コイル５への通電とその
方向を選択し、且つその位置をＭＲセンサで検知することにより可動子を所定位置に移動
制御させることが出来る。
【０００５】
この可動コイル形リニアモータによれば、磁気回路部にセンターヨークがなく、しかも磁
気空間内で磁束が複数個の閉ループを構成し、磁路の一部に磁束が集中しないようになっ
ているので、長いストロークの全域に亘って一様な磁束密度を発生させることが出来る。
さらに可動子の質量が小さく、コギングトルクも小さいことから速応性の良好なリニアモ
ータになるという特徴を有している。
【０００６】
しかしながら、その反面狭い磁気空間３内にコイル５が配置されているため自然対流によ
る熱交換や熱放散の効率が悪く、しかも発熱源であるコイル５が可動子側に存在するため
冷却手段が採りにくいという構造上の問題がある。さらに、コイル５の発熱によりコイル
自体の電気抵抗値が上昇しジュール熱損失が増大することから実効電力が減少する。この
ためコイル５に対する供給電力は、コイル発熱が実用上問題とならない程度の値以下に制
限して使用されている。また一方で、対向する永久磁石２にもコイル５からの熱が伝達さ
れて永久磁石２の温度が上昇し熱減磁により発生磁束が減少する。以上のことから発生推
力が減少するという性能上の問題がある。
【０００７】
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そこで、コイルを冷却することが望まれる、例えば実開平４－３４８７８号によれば固定
ヨークの側面部に複数個の軸流ファンを設けてコイルを冷却することが提案されている。
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、上記した実開平４－３４８７８号の冷却手段では、軸流ファンを設けるこ
とによってリニアモータの大型化と構造の複雑化を招来する結果となる。通常、可動磁石
形リニアモータの場合はコイル側は動かないので、これを冷却する手段は水冷または空冷
でも比較的効率良く実施可能であるが、可動コイル形リニアモータの場合はコイル側が動
くことから効率的な冷却構造をとることは困難であった。従って、可動コイル形リニアモ
ータにあっては冷却手段を備えていないのが実状である。
【０００９】
そこで本発明は、コイルの空冷構造を安価で簡易なものとすると共に効率的な効果が得ら
れるような空冷手段を備えた可動コイル形リニアモータを提供することを目的とする。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
本発明は、ヨークの長手方向に複数個の永久磁石を交互に磁極が異なるように配設し、磁
石の表面に沿って形成された磁気空間内にコイルを備えた可動子を前記永久磁石の配設方
向に移動可能に設けるようにした可動コイル形リニアモータにおいて、前記永久磁石はヨ
ークの長手方向に所定間隙をあけて配設し、この所定間隙の間に通路を設け、この通路の
前記コイルまたは永久磁石に対応する部位に通気穴を設け、前記通路にエアーを供給する
ことによってエアーを磁気空間内に吹き付け、前記コイルを冷却するようにした可動コイ
ル形リニアモータである。
【００１１】
上記可動コイル形リニアモータにおいて、その通路としては、永久磁石間の所定間隙に折
り返し蛇行状に配設したもの。永久磁石の所定間隙の間と上下に繋がった梯子状に配設し
たもの。永久磁石の所定間隙の間と上または下に繋がったＴ字状に配設したもの等がある
。
また、上記永久磁石間の所定間隙をＬｇ、交番磁界周期をＬｍとしたとき、ＬｇはＬｍ／
３～Ｌｍ／８とし、Ｌｍ／４以下とすることが望ましい。また通気穴は適宜複数個設ける
ことができる。
【００１２】
本発明の可動コイル形リニアモータは、駆動距離が比較的長尺のリニアモータに適してる
。すなわち、コイルまたは永久磁石を冷却するエアー供給通路をエアー配管状に構成した
ので長尺のヨークであっても容易に配置できヨーク長さに制約を受けない。また、隣り合
う永久磁石間に所定の間隙を設けたことによって、磁束分布を正弦波化することができ、
その制御性が向上する。さらに、エアー配管がこれらの間隙の間を蛇行状や梯子状または
Ｔ字状に這わせ易く、冷却エアーは磁気空間内に流入し可動コイルは効果的に冷却される
。よって、コイル側の熱損失と磁石側の熱減磁を共に減少させてリニアモータの高推力を
達成しまた保持できる。尚、隣り合う永久磁石間の所定間隙Ｌｇは、対向する永久磁石間
における磁束量を有効に発生させるために交番磁界周期Ｌｍに対しＬｍ／３～Ｌｍ／８の
範囲内となしＬｍ／４を目処に設定している。交番磁界の周期が１６～１００ｍｍとすれ
ば実用範囲では４～２５ｍｍ程度が選択され得るが、リニアモータの占有面積や経済性の
点から特に８～１５ｍｍ程度が好ましい。
【００１３】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の一実施例を図面を参照して説明する。図１はリニアモータの要部の斜視図
、図２はリニアモータ全体の上面図、図３は図２のＡ－Ａ断面図である。図４は本発明の
他の実施例を示す斜視図である。図５は本発明の更に他の実施例を示す斜視図である。尚
、これらの図は構造の概略を示す簡略図であり実際の構造は示していない。また、従来と
同様の構成については同一符号を付してその説明は省略する。
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【００１４】
図１～図３において、ヨーク７は軟鋼のような強磁性材料の平板を左右に対向配置し、同
じく平板状の下部ヨーク７３とから構成されており、対向するヨーク間で磁石の表面に沿
って磁気空間３を構成している。尚、下部ヨーク７３は一体ものでもまた別体を組み立て
たものでも良い。そして、左右ヨーク７の長手方向の磁石配設面７１には永久磁石、例え
ばＮｄ―Ｆｅ―Ｂ系異方性焼結磁石２をその極性が交互に異なるように隣り合って配設固
着し、尚かつ対向する磁石同士の極性が異なるように配設固着している。磁気空間３内に
は上述の従来技術と同様多相コイルからなる可動子５が装置されており、この多相コイル
に駆動回路（図示せず）からの正弦波駆動電流を供給して直線移動（紙面上下方向）させ
るようにした可動コイル形リニアモータである。尚、永久磁石２と可動子５との間隔は図
のように大きなイメージではなく実際は０．０２～２ｍｍ程度の隙間を保って設けられて
いる。また、永久磁石や可動子の実施態様は上記に限るものではない。
【００１５】
本実施例では、磁石配設面７１には永久磁石２の交番磁界がより完全な正弦波に近づくよ
うに隣同士の間隙Ｌｇを８～１５ｍｍ内で選択し、永久磁石２を直接固着している。そし
て、この間隙の間にエアー通路となる金属管（銅、ステンレス等）あるいは樹脂管、ゴム
管等からなるエアー配管７０が永久磁石２の間を這うように蛇行状に設けられている。そ
してエアー配管７０には永久磁石２や可動子コイル５に相当する部位に通気穴７５が複数
個、ここでは３個設けられており、この通気穴７５がエアー供給口となっている。エアー
配管の一端から装置の空圧駆動源やエアコンプレッサ等によって冷却用エアーを供給する
と、永久磁石２及び可動子５に冷却エアーを吹き付けてこれらを直接冷却することができ
る。
よって、コイルの発熱と永久磁石の温度上昇を共に抑えることができるので、大電流を流
すことも可能となりリニアモータの高推力化を達成できる。
【００１６】
図４は他の実施例を示す斜視図である。本例では図示の通り通路を梯子状のエアー配管と
したものである。エアー配管８０にも永久磁石２や可動子コイル５に相当する部位に通気
穴８５が複数個設けてある。尚、通気孔は上下の配管に設けても良い。そして、この配管
に冷却用エアーを供給すると、永久磁石２及び可動子５に冷却エアーを吹き付けてこれら
を直接冷却することができる。
【００１７】
図５はさらに他の実施例を示す斜視図である。本例では図示の通り通路をＴ字状のエアー
配管としたものである。エアー配管９０にも永久磁石２や可動子コイル５に相当する部位
に通気穴９５が複数個設けてある。そして同様に、この配管に冷却用エアーを供給すると
、永久磁石２及び可動子５に冷却エアーを吹き付けてこれらを直接冷却することができる
。
【００１８】
また、上記実施例はいずれも対向するヨークのそれぞれに永久磁石を設け、磁気空間を介
して異極が対向するように配設固着した可動コイル形リニアモータを例にとったが、磁気
回路はこれに限ることなく片側のヨークのみに永久磁石を配設したものでもよい。このよ
うな場合はコイルの巻き方、ヨーク形状、永久磁石の磁力や形状について考慮することに
よって同様の可動コイル形リニアモータを機能させることができるので、このリニアモー
タの構造に上記した実施例を適用することもできる。
【００１９】
【発明の効果】
以上説明したように本発明は、可動コイル形リニアモータにおいて、エアー配管を永久磁
石の所定間隙の間に蛇行状に這わせ、通気穴より冷却用エアーを供給してコイル及び永久
磁石を冷却したものである。これによって磁束分布が正弦波化されて制御性が向上し、か
つ冷却用エアーによって可動コイルを直接冷却すると共に永久磁石の温度上昇を抑えるこ
とが出来る。
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よって、コイル側の熱損失と磁石側の熱減磁を共に減少させてリニアモータに供給する電
流に制限を加えることなく高推力を出すことができる。またリニアモータの適用範囲の拡
大が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施例を示すリニアモータの要部斜視図である。
【図２】本発明の実施例を示すリニアモータの上面図である。
【図３】図２のＡ－Ａ矢視図である。
【図４】本発明の他の実施例を示すリニアモータの要部斜視図である。
【図５】本発明の更に他の実施例を示すリニアモータの要部斜視図である。
【図６】従来の可動コイル形リニアモータの一例を示す上面図である。
【符号の説明】
１：ヨーク、２：永久磁石、３：磁気空間、４：支持板、５：可動子
６：テーブル等、　７、８、９、１０：ヨーク
７０、８０、９０：冷却エアー配管
７１、８１、９１：磁石配設面
７５、８５、９５：通気穴
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【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】
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